
海外派遣等危機管理マニュアル 
（学生の海外派遣等に伴う危機管理について） 

名古屋工業大学 



危機管理の必要性        

 各種留学プログラム、語学研修、国際化推進事業、研究インターンシップ若しくは国際 

学会への参加等、学生を海外に送り出す機会が年々増えている。      

それに伴い、海外における危機を未然に防止する観点から、大学として安全に十分配慮

する義務を果たし、それでも危機が発生した場合の対応についてあらかじめ策定する必要 

がある。        

危機管理対応（マニュアル作成等）の必要なケース        

危機管理を以下の事項に区分し、それぞれの対応、基準等について記載する。    

Ⅰ 危機管理対応（学生の派遣前）        

Ⅱ 学生の派遣後・危機発生時の危機管理対応    

  Ⅲ 海外への派遣の実施、中止、延期、継続及び途中帰国の判断基準    

  Ⅳ 派遣学生が行うべき危機管理対応      
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Ⅰ 危機管理対応（学生の派遣前） 

１ 派遣前オリエンテーション 

本学が海外へ学生を派遣するに当たり、各種留学プログラム、語学研修、学生派遣事 

業等の担当教員及び国際学会等に出席する学生の指導教員（以下、「担当教員」とい  

う。）は、派遣前オリエンテーションや留学等相談の機会を設け、以下の事項について 

派遣学生に安全対策と危機管理の観点から十分な説明及び指導を行う。 

（１）外務省のホームページにある各国・地域情勢や在外公館のホームページ等を利用し 

て派遣先国（地域）の国際情勢の変化や動向（テロ、天変地異、流行病等）を注視し 

危険度・危険情報を把握した上で学生に対して指導し助言する。その上で、学生本人 

及び保護者等との連名による誓約書・同意書（別紙２）を提出させる。 

併せて、印刷物（外務省発行の「海外旅行のトラブル回避マニュアル」等）を配布 

し、注意喚起を行うと共に、外務省海外旅行登録「たびレジ」に登録させる。 

    たびレジ：https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/agree.html 

（２）派遣先国（地域）の風俗、習慣及び式祭典等の特徴や性倫理等の文化的差異を把握 

し学生に対し指導し助言する。 

（３）派遣先国（地域）の派遣当時における対日感情や日本人に対するイメージ及び傾向 

を把握し、現地において注意すべき言動について学生に対して指導し助言する。 

（４）派遣先国（地域）で流行している感染症について、厚生労働省検疫所のホームペー

ジ等を利用して最新の情報を収集し、感染症に応じて事前に予防接種を受けるよう説

明及び指導する。 

（５）危機に遭遇した際の連絡体制「海外の派遣先等で事件・事故等が発生した場合の連 

絡体制図（別表２）」について、あらかじめ説明し派遣前に確認をさせる。 

（６）派遣先（留学先）、期間、派遣先住所、連絡先、派遣先大学担当教員等について記 

載された「留学願（別記様式 1）」、「出国届（別記様式２）」を提出させる。 

また、渡航後、それらが変更になった場合は、速やかに担当教員及び学生生活課留
学生支援室（以下、「学生生活課」という。）へ連絡するよう周知しておく。 
(連絡先：international@adm.nitech.ac.jp）

（７）派遣前に健康状態のチェックを行い、必要に応じて保健センターでの相談や病院等 

での健康診断を受けさせるよう指導する。 

特に現在、通院して治療中の者は、必ず医師に相談し、留学等が可能かを判断して 

もらい、担当教員に報告させる。また、可の場合派遣先での受診医療機関を確かめる 

など継続医療を行う体制を整えておくよう指導する。 
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（８）３か月以上海外に滞在する場合は、渡航後速やかに派遣先住所（居所）を管轄する 

日本の大使館又は総領事館（在外公館）に「在留届」を提出するよう学生に周知する。 

（注）事件・事故や災害に遭った場合又は遭ったのではないかと思われるとき、在 

外公館は「在留届」を基に安否の確認、緊急連絡、救援活動、留守宅への連絡等、援 

護、援助をしてくれる。（滞在期間が３か月未満の者にあっては、外務省海外旅行登 

録「たびレジ」への登録のみでも可とするが、治安情勢が不安定な国（地域）への渡 

航の場合は、滞在期間が３か月未満であっても「在留届」を提出する。） 

（９）留学等に伴う心理的なストレスが生じた場合は遠慮せず対応窓口に相談するように 

説明しておく。（学生なんでも相談室 soudan@adm.nitech.ac.jp） 

（10）海外旅行保険について説明し、加入させる。 

本学が海外へ学生を派遣する、各種留学プログラム、語学研修、学生派遣事業及び 

  国際学会出席等については「公益財団法人 日本国際教育支援協会」の「学研災付帯 

  海外留学保険（幹事損保会社：東京海上日動火災保険株式会社）」に加入させる。 

（11）やむを得ない事情（派遣先国（地域）における大規模災害、テロ等、重大な危機が 

発生）により派遣事業等をキャンセルする場合に必要な費用は、原則として学生の負 

担となる旨説明する｡ 

また、このことについて「誓約書・同意書（別紙２）」を提出させる。 

２ 派遣学生の情報等について 

担当教員は、海外に派遣する学生の情報及び派遣前オリエンテーションの実施状況に

ついて学生生活課に報告するものとし、必要に応じて国際戦略室に報告するものとす

る。 

３ 危機管理セミナーの開催 

国際戦略室は、必要に応じて、渡航に係る危機管理意識の高揚を図るため、危機管理

の専門家を招き危機管理セミナーや説明会を開催する。 

４ 派遣前に大学が想定すべき危機管理対応費用 

本学の学生が海外留学中等に死亡、入院、行方不明になった場合、その対応費用、救 

援者現地派遣費用、遺体移送費用等については、加入を義務づけている「学研災付帯海 

外留学保険」によって補償されるが、この保険で不足する移送費用や教職員の派遣費用 

については大学が負担し、国大協保険の適応を受けるものとする。 
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５ 休学の理由が「留学」の場合の留意点 

休学の理由が留学の場合は、必ず「留学願」及び「出国届」を併せて提出させ、学生 

生活課において当該学生に対し派遣前のオリエンテーションを行う。 

この場合、健康保険等の海外療養費支払制度について説明するとともに、「海外旅行 

保険（留学保険）」等の資料配布と加入案内を行う。さらにクレジットカードに自動付 

帯している保険では、実際に事故に遭遇した場合には、補填されないケースがあること 

についての説明も行い、十分な補償が得られる保険に加入させる。  

また、海外旅行保険（留学保険）等で補填されないものについては「学生総合共済保 

険」等で補償されることもあるので、これらについても説明を行う。    

６ その他 

担当教員が行う派遣前のオリエンテーションは、留学生センター、保健センター及び 

学生生活課等の協力を得て行うものとする。 

また、危機発生時における派遣先大学の連絡・対応等について、関係者の協力を得る 

ため事前の確認と要請を行っておくこととする。 
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      Ⅱ 学生の派遣後・危機発生時の危機管理対応 

１ 危機のケース 

本学の学生を海外へ派遣等する際に想定される危機発生のケースとして、主に以下の 

事項が考えられる。 

（１）大規模な災害、テロ、飛行機・列車事故等が発生し、これに巻き込まれて死亡又は 

  生死不明となった場合 

（２）事件・事故等の被害者となった場合 

（３）事件・事故等の加害者となった場合 

（４）刑事事件の被疑者として逮捕若しくは手配される又はその可能性が高い場合 

（５）派遣先大学等で懲戒処分を受けた場合又は派遣先国（地域）で国外退去処分等の対 

  象となる行為について容疑が生じた場合 

（６）重篤な疾病に罹患若しくは傷害を負った場合又は急逝した場合 

（７）行方不明となった場合（原因は問わない） 

２  危機発生時の基本的対応方針 

【危機管理対策本部を設置する場合】 

上記「１ 危機のケース」のそれぞれのケース毎に、危機管理対応は異なったものと 

なるが、いずれのケースであっても原則として「国立大学法人名古屋工業大学危機管理 

規則」に基づき、以下により対応する。 

     ① 派遣先国（地域）で大規模な災害、テロ、事故等が発生し、本学の学生がこれに 

      巻き込まれた場合又はその可能性が高い場合、危機管理対策本部を設置することに 

ついて、学長は速やかに判断する  

② 危機管理対策本部の組織及び担当業務内容等は、「国立大学法人名古屋工業大学 

危機管理規則」及び「学生を海外に派遣等した際の学内危機管理対応体制図（危機 

管理対策本部設置の場合）（別表１－１）」に定めるものとする。  

③ 危機管理対策本部のメンバは、危機発生後直ちに対策本部へ集合し、当面必要な 

対応（現地の連絡先・担当者等の確認、同者からの情報収集等、正確な状況把 

握）を行う。  

④ 危機発生時の情報収集・連絡等については、派遣先大学等の協力を得て原則とし 

て「海外の派遣先等で事件・事故等が発生した場合の連絡体制図（別表２）」に基 

づき行う。 
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     ⑤ 担当部局は、危機発生について速やかに関係する保険会社に連絡し、補償内容に 

ついて確認する。 

⑥ 危機管理対策本部は、現地の状況を外務省、在外公館等を通じて十分に把握した 

上で対応のための教職員等（通訳を含む。）の派遣が可能かを検討する。  

派遣が必要かつ可能な場合には、直ちに派遣者を決定し出張命令、航空券、ホテ

ルの手配等の手続きを行う。  

     また、現地対応に当たっては、外務省及び在外公館へ事前の協力依頼を行ってお 

くことが望ましい。 

⑦ 担当部局は、当該学生の家族が現地へ同行することになった場合には、航空券や

ホテルの手配、現地での対応等について、大学として支援する。  

⑧ 現地対応のために派遣された教職員は、現地大学の担当者、病院、在外公館等と

連絡・相談の上、その後の対応方法を検討し、危機管理対策本部に報告する。 

危機管理対策本部は、関係機関等と連絡をとり大学としての対応を決定する。  

⑨ 教職員等を現地に派遣しない場合においても、危機管理対策本部は、関係機関等 

と連絡を密にして、大学としての対応を決定する。  

【危機管理対策本部を設置しない場合】  

上記「１ 危機のケース」のうち、（２）から（７）の場合においては、状況等によ 

っては危機管理対策本部を設置せず、それぞれのケース毎に以下のとおり対応に当たる 

ことがある。 

ただし、（２）から（７）の場合であっても、本学の学生が生命の危機に巻き込まれ

た場合又はその可能性が高い場合は、（１）のケースと同様に２の①により対応する。 

なお（３）、（４）の場合は、関係機関の協力を得ながら、大学として被害者に対し 

て誠意ある対応をする。特に被害者の家族やマスコミ等には最優先かつ細心の注意を払 

って対応する。 

危機発生の連絡を受けた担当教員は、「事故等発生連絡票（別紙１）」を作成し、 

 関係部局に報告するとともに、「海外の派遣先等で事件・事故等が発生した場合の連絡  

 体制図（別表２）」に基づき、速やかに情報の収集・連絡を行うものとする。 

また、関係部局の担当業務内容等は、「学生を海外に派遣等した際の学内危機管理対 

応体制図（危機管理対策本部未設置の場合）（別表１－２）」に基づくものとするが、 

当該学生の状態により、それぞれ下記(１)、(２)に基づき対応する。  

（１）病気、災害、事件、事故等に遭遇したものの本人が生存していることが確認されて 

  いる場合  

   ① 担当部局は、当該学生の状態、現地の状況を正確に把握すべく、情報収集に努 

め、これら情報を「海外の派遣先等で事件・事故等が発生した場合の連絡体制図 

（別表２）」により共有する。 
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②学長は、これら情報を基に必要に応じて理事、リスクマネジメントセンター防災

安全部門長、副学長、国際戦略室ほか関係者の意見を聞き、教職員の派遣、対応等

を検討する。 

    ③ 現地対応の教職員等の派遣が必要かつ可能となった場合は、担当部局は直ちに遣 

者を決定し、出張命令、航空券、ホテルの手配等の手続きを行う。  

        また、現地対応について、担当部局から文部科学省、外務省及び在外公館へ事前 

の協力依頼を行う。  

④ 当該学生の家族が現地へ同行する場合は、航空券やホテルの手配、現地での対応 

等について、大学として支援する。  

⑤ 現地対応のために派遣された教職員は、派遣先大学等の担当者、病院、在外公館 

等と連絡・相談の上、その後の対応方法を検討し、担当部局に報告する。 

これら情報を基に、学長は必要に応じ理事、リスクマネジメントセンター防災安

全部門長、副学長、国際戦略室ほか関係者の意見を聞き、その後の対応（帰国の必

要性、留学継続の可否）等を決定する。  

⑥ 教職員を現地に派遣しない場合であっても、当該学生へのサポート等について、 

担当部局は、派遣先大学等の担当者、病院、文部科学省、外務省及び在外公館等と

連絡を密にし、情報収集に努める。  

⑦ 担当部局、危機発生について速やかに関係する保険会社に連絡し、補償内容につ 

いて確認する。 

（２）病気、災害、事件、事故等に遭遇し、本人が死亡又は行方不明となった場合  

     ① 担当部局は、当該学生及び現地の状況を正確に把握すべく、情報収集に努め、こ 

れら情報を「海外の派遣先等で事件 ・ 事故等が発生した場合の連絡体制図（別表 

２）」により共有する。 

② 学長は、これら情報を基に必要に応じて理事、リスクマネジメントセンター防災

安全部門長、副学長、国際戦略室ほか関係者の意見を聞き、原則として教職員の派

遣を決定する。 

担当部局は出張命令、航空券、ホテルの手配等の手続を行う。 

また、現地対応に当たっては、担当部局から外務省及び在外公館へ事前の協力依   

頼を行う。 

③ 当該学生の家族が現地へ同行する場合には、航空券やホテルの手配、現地での対 

応等について、大学として支援する。  

④ 担当部局は、危機発生について速やかに関係する保険会社に連絡し、補償内容に   
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ついて確認する。 

     ⑤ 現地対応のために派遣された教職員等は、現地大学等の担当者、病院、在外公館

等及び当該学生の家族等と連絡・相談の上、その内容を大学に報告する。 

報告を受けて学長は、その後の対応（死亡の場合は火葬の有無又は遺体移送手続

等、行方不明の場合は今後の捜索方法等）を必要に応じて理事、リスクマネジメン

トセンター防災安全部門長、副学長、国際戦略室ほか関係者の意見を聞き決定す

る。 



8 

Ⅲ  海外への派遣の実施、中止、延期、継続及び途中帰国の判断基準 

留学等により海外へ学生を派遣する場合、その留学等の実施、中止、延期、継続及び途 

中帰国の判断に当たっては、「１ 派遣先国（地域）の事情」、「２ 派遣先大学・機関 

等の諸事情」、「３ 個人的事情」に分けて判断する。  

１ 派遣先国（地域）の事情による判断  

派遣先国（地域）の事情により判断する場合は、海外における日本人の安全対策の一 

環として、外務省から提供されている特定の国・地域の治安や安全性に関する情報を基

に、当該国又は地域の治安状況等を４段階の危険度に区分した下記「海外危険情報」の

対応方針により判断する。 

(外務省の海外安全情報に基づく海外安全ホームページ http//:www.anzen.mofa.go.jp/) 

なお、外務省の海外危険情報に該当しない国（地域）又は外務省の海外危険情報がレ

ベル１の国であっても、治安の急速な悪化や災害、騒乱、テロ等の緊急事態が発生又は

予測される場合、「戒厳令」、「非常事態宣言」に類する対策が講じられている場合及

び感染症危険情報が発出されている場合には、派遣の実施、中止、継続及び途中帰国に

ついて外務省の情報、国際戦略室の意見等を基に検討し、学長が決定する。 

（１）「海外危険情報」の種類と危険度のランク並びに本学の対応方針 

危険度のランク 危険情報の説明 本学の対応方針 

レベル１  

「十分注意して

ください。」 

その国・地域への渡航、滞在に当たって

危険を避けていただくため特別な注意が

必要です。 

派遣先と連絡をと

って現地の安全を

確認し、単独行動

を避ける等、十分

な注意をした上で

学生を派遣する。

教職員が同行する

ことが望ましい。 

レベル２  

「不要不急の渡

航は止めてくだ

さい。」 

その国・地域への不要不急の渡航は止め

てください。渡航する場合には特別な注

意を払うとともに、十分な安全対策をと

ってください。 

派遣（留学等）の

延期又は中止を基

本方針とする。 

レベル３  

「渡航は止めて

ください。（渡

航中止勧告）」 

その国・地域への渡航は、どのような目

的であれ止めてください、（場合によっ

ては、現地に滞在している日本人の方々

に対して退避の可能性や準備を促すメッ

セージを含むことがあります。） 

派遣（留学等）の

延期又は中止（途

中帰国）とする。 
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レベル４  

「退避してくだ

さい。渡航は止

めてください。

（退避勧告）」 

その国・地域に滞在している方は滞在地

から、安全な国・地域へ退避してくださ

い。この状況では、当然のことながら、

どのような目的であれ新たな渡航は止め

てください。 

派遣（留学等）を

中止させ即刻帰国

させる。 

（２）海外渡航時における派遣先国（地域）の安全確認のための参考リンク集  

・外務省 （http://www.mofa.go.jp/mofaj/）  

・海外安全ホームページ （https://www.anzen.mofa.go.jp/）  

・在外公館医務官情報（世界の医療事情）

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/medi/） 

・厚生労働省 （http://www.mhlw.go.jp/）  

・海外渡航者のための感染症情報（FORTH） （http://www.forth.go.jp/）  

・厚生労働省検疫所  

（http://www.mhlw.go.jp/general/sosiki/sisetu/ken-eki.html）  

・労働者健康安全機構 （http://www.johas.go.jp/）  

・国際協力機構（JICA） （http://www.jica.go.jp/）  

・国立感染症研究所（NIID） （http://www.nih.go.jp/niid/index.html）  

・感染症疫学センター（IDSC） （http://www.nih.go.jp/niid/ja/from-idsc.html）  

２ 派遣先大学・機関等の諸事情による判断  

  次の場合は、原則として留学等を延期、中止又は帰国させる。担当教員は、派遣先大 

学・機関等の教員等との連絡を緊密に取り、正確な情報収集及び状況把握に努め 

なければならない。  

（１）派遣先大学・機関等における学業継続が困難（学力不足、自然災害等）となった 

  場合 

（２）派遣先大学・機関等で懲戒処分を受けた場合又は派遣先国（地域）で国外退去処分 

  等の対象となる行為について容疑が生じた場合  

（３）派遣先大学・機関等周辺の自然環境の悪化等、生活の継続が困難化してきている場 

合  

３ 個人的事情による判断  

（１）病気、けが対策  

   ① 留学等による渡航予定の学生には、健康診断を受けて有病疾患の管理を行うこと 

  ができるよう準備をさせる。現在、通院して治療中の者については、留学等に耐え 

  られるかについて医師の判断をもらう。  

      また、派遣先での受診医療機関を確かめる等継続治療を行う体制を整えておくよ 
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う指導する。 

 ② 留学中等の学生が、病気やけがにより長期の入院治療（1か月以上）が必要とな 

った場合は、原則として日本への帰国を促す。透析やリハビリ等、長期の自宅療養 

が必要となった身体疾患の場合も健康管理を優先し、帰国させることが望ましい。  

③ 留学等の継続が困難となる精神科疾患を有する場合は、医師やカウンセラーの所 

見を参考に、帰国させることが望ましい。  

（２）犯罪対策  

① 刑事事件の被疑者として逮捕若しくは手配される又はその可能性が高い場合は、 

派遣先国（地域）の法律に基づき、処分を受けることとなるため、それを基に判断 

する。  

      テロの被害者となった場合は、現地の日本大使館又は総領事館に相談する。  

 ② 薬物等の依存症に罹患した場合は、派遣国（地域）の法律上の扱いに基づき判断

する。  
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Ⅳ 派遣学生が行うべき危機管理対応  

１ 渡航前に行う事項  

（１）留学等に伴う危機管理に対する心構えと準備すべき事項  

 ① 危機発生の可能性があることを十分認識しておく。  

    また、やむを得ない事情（派遣先国（地域）における大規模災害、テロ等、重大 

な危機が発生）により大学が派遣事業等を中止した場合、必要な費用は、原則とし 

て学生の負担となることを確認の上、「誓約書・同意書（別紙２）」を学生生活課 

に提出する。 

② 危機発生時のシミュレーションをしておく。特に緊急時（トラブル発生時）の 

連絡先を確認する。  

③ 健康状態をチェックする（保健センター等への相談や健康診断を受ける）。  

（２）渡航前に行うべき各種手続き  

   ① 「休学願」、「留学願」、「出国届」及び「加入した保険の補償内容を記した書 

類」を学生生活課へ提出する。  

   ② 危機管理に関する説明会やオリエンテーションに参加する。  

③ 外務省海外旅行登録「たびレジ」に登録する。 

（３）保険への加入と確認すべき事項  

   ① 留学中の危機に備え、「学研災付帯海外留学保険」に必ず加入する。 

    この保険には付帯サービスとして東京海上日動海外総合サポートデスクが付いて 

おり２４時間、３６５日、電話で各種サービスが受けられることを、事前に確認し 

ておく。 

      休学して留学する場合には、「死亡・後遺障害」、「治療救援費用」、「賠償責 

任」の補償を含む海外旅行保険に加入する。 

   ② 航空機事故等に備え、航空券を手配した旅行会社や航空会社の危機発生時の補償 

を確認する。  

    ③ 渡航前に加入した保険の内容について、必ず学生生活課に連絡する。  

（４）国際情勢、渡航先の安全性についての情報収集  

   ① 国際情勢の変化や動向について把握する。  

   ② 外務省、在外公館等のホームページ等を利用して、渡航先の現地安全情報を把握 

する。  
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   ③ 厚生労働省検疫所のホームページ等を利用して渡航先（国）の感染症情報を把握 

し、必要な場合には予防接種を受ける。  

   ④ 渡航先（国）の政治・社会・文化、日本との関係や対日イメージ等を理解してお 

く。  

（５）派遣先等の危機管理体制等についての情報収集  

   ① 危機管理体制や危機管理に関するオリエンテーション等の実施状況を調査す 

る。 

   ② 派遣先で加入する危機管理に関する保険の種類や内容を把握する。  

２ 渡航後に行う事項  

（１）在外公館への「在留届」提出と危険情報の把握  

   ① 災害やテロ等の緊急時の安否確認、退避の手配の連絡・保護が在外公館から受け 

られるよう、旅券法により３か月以上外国に滞在する日本人は、「在留届」を提出 

しなければならない。 

（滞在期間が３か月未満の者にあっては、外務省海外旅行登録「たびレジ」への登 

録のみでも可とするが、治安情勢が不安定な国（地域）への渡航の場合は、滞在期 

間が３か月未満であっても「在留届」を提出する。）  

  ② 在外公館のホームページ等で、定期的に派遣先の危険情報について把握する。  

（２）派遣先大学等での危機管理体制把握と名古屋工業大学への連絡  

  ① 派遣先大学等で危機管理に関する情報収集を行い、オリエンテーション等に参加 

する。  

 ② 派遣先大学等の緊急時の対応体制と連絡システムを把握し、担当教員、学生生活 

課へ報告する。  

  ③ 渡航後に加入した保険とその内容について、担当教員、学生生活課へ報告する。  

（３）自己の危機管理  

  ① 緊急連絡先（派遣先大学の電話番号等）を記したメモを外出の際は携行する。  

  ② 緊急時の家族への連絡体制を確認しておく。  

 ③ 緊急時の名古屋工業大学への連絡体制を確認しておく。  

   ・ 本人若しくは派遣先の関係者等から連絡する体制を確保しておき、担当教員、 

学生生活課へ連絡する。  

   ・ 派遣先大学等の関係者に緊急時の名古屋工業大学への連絡先を知らせておく。  
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・「海外留学・研修先等で事件・事故等が発生した場合の連絡体制図（別表２）」 

  を基本に、連絡が行えるようにしておく。  

 ④ 留学中は、原則として自動車の運転をしない。（違反や事故の場合の諸手続き、

賠償責任やコスト面の問題等が発生するため）  

３  危機に遭遇した場合の対応  

（１）派遣先大学等の緊急連絡先へ連絡し、その指示に従って行動する。  

（２）「海外の派遣先等で事件・事故等が発生した場合の連絡体制図（別表２）」に基づ 

き名古屋工業大学へ連絡・相談する。自ら連絡できない場合等は、派遣先や在外公館 

の関係者に名古屋工業大学への連絡を依頼する。  

（３）在外公館へ連絡し、指示に従って行動する。  

（４）家族へ連絡する。  

（５）保険会社へ連絡する。 

４ 帰国後の安全管理 

（１）感染症が発生した又は発生が疑われる渡航先から帰国した学生は、発病の危険性が

あるため、最寄りの保健所又は専門医の診察を受ける。 

（２）羅患が疑われる学生は保健所又は専門医の許可があるまで、自宅又は専門医等、医 

療機関が指定する場所にて待機する。 

５ 私事渡航者への対応 

 私事による渡航については本学学生の安全管理の観点から、本マニュアルを準用して

対応する。 

 また、本学学生からの具体な相談については、学生生活課において対応する。 
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Ⅴ  関係機関及び在外公館一覧  

在中華人民共和国大使館 〈People's Republic of China，Embassy of Japan〉  

No.1 Liangmaqiao Dongjie, Chaoyang District, Beijing 100600,  People's  

Republic of China （北京市朝陽区亮馬橋東街 1号）  

Tel: (86-10) 8531-9800，Fax: (86-10) 6532-7081  

http://www.cn.emb-japan.go.jp/index_j.htm  

在大韓民国大使館 〈Korea，Embassy of Japan〉  

Twin Tree Tower A, 6, Yulgok-ro, Jongno-gu, Seoul,Republic of Korea.  

（ソウル特別市鍾路区栗谷路 6 ツインツリータワーA棟）  

Tel:(82-2)2170-5200, 739-7400（領事部） 

Fax:(82-2)734-4528, 739-7410（領事部査証） 

(82-2)723-3528（領事部旅券、戸籍・国籍、証明） 

http://www.kr.emb-japan.go.jp/people/index.htm  

在タイ国大使館 〈Thailand，Embassy of Japan〉  

177 Witthayu Road, Lumphini, Pathum Wan, Bangkok 10330, Thailand  

Tel:(66-2)696-3000,207-8500，Fax:(66-2)207-8510  

http://www.th.emb-japan.go.jp/  

在シンガポール大使館 〈Singapore，Embassy of Japan〉  

16 Nassim Road, Singapore, 258390, Republic of Singapore  

Tel:(65)62358855 ,Fax:(65)67331039  

http://www.sg.emb-japan.go.jp/index-j.html  

在インド大使館 〈India，Embassy of Japan〉  

50-G, Chanakyapuri, New Delhi 110021, India  

Tel:(91-11)2687-6564，2687-6581～3，Fax:(91-11)2688-5587  

http://www.in.emb-japan.go.jp/index-j.html  

在スリランカ大使館 〈Sri Lanka，Embassy of Japan〉  

No.20, Srimath R.G.Senanayake Mawatha, Colombo 7, Democratic Socialist 

Republic of SriLanka  

(P.O. Box 822 Colombo)  

Tel:(94-11)2693831～3，Fax:(94-11)2698629  

http://www.lk.emb-japan.go.jp/indexjp.html  
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在英国大使館 〈United Kingdom (U.K.），Embassy of Japan〉  

101-104, Piccadilly, London, W1J 7JT, U.K.  

Tel:(44-20)7465-6500，Fax:(44-20)7491-9348  

http://www.uk.emb-japan.go.jp/jp/index.html  

在フランス大使館 〈France， Ambassade du Japon〉  

7, Avenue Hoche, 75008, Paris, France  

Tel:(33-1)4888-6200，Fax:(33-1)4227-5081  

http://www.fr.emb-japan.go.jp/jp/  

在ドイツ大使館 〈Germany，Botschaft von Japan〉  

Hiroshimastr.6, 10785 Berlin, Bundesrepublik Deutschland  

Tel:(49-30)210940，Fax:(49-30)21094222  

http://www.de.emb-japan.go.jp/nihongo/index.html  

在オランダ大使館 〈Netherlands，Embassy of Japan〉  

Tobias Asserlaan 5, 2517 KC, The Hague, The Netherlands  

Tel:(31-70)3469544，Fax:(31-70)3106341  

http://www.nl.emb-japan.go.jp/indexj.html 

在イタリア大使館 〈Italia，Ambasciata del Giappone〉  

Via Quintino Sella, 60 00187 Roma, Italia  

Tel:(39)06487991，Fax:(39)064873316  

http://www.it.emb-japan.go.jp/index_j.htm  

在ベルギー大使館 〈Belgique，Embassy of Japan〉  

Rue Van Maerlant 1, 1040 Bruxelles, Belgium 

Tel:(32-2)513-2340, 500-0580（領事部），Fax:(32-2)513-1556  

http://www.be.emb-japan.go.jp/japanese/index.html  

在オーストリア大使館 〈Österreich，Japanische Botschaft〉  

Hessgasse 6, 1010 Wien, Österreich  

Tel:(43-1)531920，Fax:(43-1)5320590  

http://www.at.emb-japan.go.jp/jp/index.html  

在スイス大使館 〈Suisse，Ambassade du Japon〉  

Engestrasse 53, 3012 Berne, Suisse  

Tel:(41-31)300-22-22，Fax:(41-31)300-22-55  

http://www.ch.emb-japan.go.jp/jp_home.htm 
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在ハンガリー大使館 〈Hungary，Embassy of Japan〉  

Budapest, Zalai ut 7, 1125 Hungary （P.O. Box 78）  

Tel:(36-1)398-3100，Fax:(36-1)275-1281  

http://www.hu.emb-japan.go.jp/  

在スウェーデン大使館 〈Sweden，Embassy of Japan〉  

Gärdesgatan 10, 115 27 Stockholm, Sweden  

Tel:(46-8)579-35300，Fax:(46-8)661-8820  

http://www.se.emb-japan.go.jp/nihongo/  

在ロシア大使館 〈Russia，Embassy of Japan〉  

Grokholsky Pereulok 27,129090, Moscow, Russia  

Tel:(7-495)229-2550, 229-2551，Fax:(7-495)229-2555  

http://www.ru.emb-japan.go.jp/japan/  

在トルコ大使館 〈Turkey，Embassy of Japan〉  

Resit Galip Caddesi No. 81, Gaziosmanpasa, Ankara, Turkey  

(P.O. Box 31-Kavaklidere)  

Tel:(90-312)446-0500，Fax:(90-312)437-1812  

http://www.tr.emb-japan.go.jp/index_j.htm 

在エジプト大使館 〈Egypt，Embassy of Japan〉  

81 Corniche E1 Nil Street,Maadi,Cairo Egypt 

(P.O. Box 500 maddi)  

Tel:(20-2)25285910，Fax:(20-2)25285905  

http://www.eg.emb-japan.go.jp/j/index.htm 

在ウガンダ大使館 〈Uganda，Embassy of Japan〉  

Plot 8, Kyadondo Road, Nakasero,Kampala, Uganda  

(P.O. Box 23553 Kampala, Uganda)  

Tel:(256-41)434-9542～4,Fax:(256-41)434-9547  

http://www.ug.emb-japan.go.jp/index_j.htm 

在タンザニア大使館 〈Tanzania，Embassy of Japan〉  

Plot No. 1018, Ali Hassan Mwinyi Road, Dar es Salaam, Tanzania  

(P.O. Box 2577)  

Tel:(255-22)2115827, 2115829, 2117383, 2117384，Fax:(255-22)2115830  

http://www.tz.emb-japan.go.jp/index_j.htm 
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在アメリカ合衆国大使館〈United States of America (U.S.A)，Embassy of Japan〉  

2520 Massachusetts Avenue N.W., Washington D.C., 20008-2869, U.S.A.  

Tel:(1-202)238-6700，Fax:(1-202)328-2187  

http://www.us.emb-japan.go.jp/j/ 

在カナダ大使館 〈Canada，Embassy of Japan〉  

255 Sussex Drive, Ottawa, Ontario K1N 9E6, Canada  

Tel:(1-613)241-8541，Fax:(1-613)241-2232  

http://www.ca.emb-japan.go.jp/JapaneseSite/index_j.htm  

在メキシコ大使館 〈México，Embajada del Japón〉  

Paseo de la Reforma No.243, Torre mapfre piso 9 Col. Cuauhtéemoc,C.P.06500,  

Ciudad de México, México  

(Apartado 5-101)  

Tel:(52-55)5211-0028，Fax:(52-55)5207-7743  

http://www.mx.emb-japan.go.jp/index-jp.htm  

在オーストラリア大使館 〈Australia，Embassy of Japan〉  

112 Empire Circuit, Yarralumla, Canberra A.C.T. 2600, Australia  

Tel:(61-2)6273-3244，Fax:(61-2)6273-1848  

http://www.au.emb-japan.go.jp/jp/index.html  

在ニュージーランド大使館 〈New Zealand，Embassy of Japan〉  

Level 18, Majestic Centre, 100 Willis Street, Wellington 1, New Zealand  

(P.O. Box 6340)  

Tel:(64-4)473-1540，Fax:(64-4)471-2951  

http://www.nz.emb-japan.go.jp/index_j.html 



別紙１ 

                                    表面  

事故等連絡票（両面記入） 

派遣されている学生に危機が生じ、派遣先等から連絡を受けた者は、以下につ 

いてより詳細な聴き取りを行い情報収集に当たる。 

                   年  月  日   時   分 確認 

該当学生氏名  

学生番号  

学科・専攻、学年  

自宅住所  

自宅電話番号  

携帯電話番号   

派遣先  

派遣期間  

派遣先住所  

派遣先の電話番号  

派遣先担当者氏名  

派遣先担当者電話番号  

事故等遭遇後の滞在先（病院等）

住所 

事故等遭遇後の滞在先（病院等）

電話番号 



別紙１ 

                                     裏面  

事故等連絡票（両面記入） 

派遣されている学生に危機が生じ、派遣先等から連絡を受けた者は、以下につ 

いてより詳細な聴き取りを行い情報収集に当たる。 

◇ 事故等の発生日時 

  日本時間：  月  日   時  分   現地時間：  月  日   時  分  

◇ 事故等の発生場所 

◇ 派遣先の状況（〇印を付す） 

  ・大規模な災害、テロ、飛行機・列車事故等のため、現地において状況が把握できない 

  ・大規模な災害、テロ、飛行機・列車事故等が発生したが、状況は鎮静化し情報収集は 

可能 

・該当学生が行方不明又は刑事事件の被疑者として逮捕され全容が把握できない 

  ・該当学生が行方不明又は刑事事件の被疑者として逮捕されているが現地担当者から 

情報収集可能 

・該当学生と連絡、交信が可能 

◇ 該当学生の状態（〇印を付す） 

  ・死亡  ・けが  ・病気  ・生死不明  ・行方不明  ・その他（     ） 

◇ けが、病気の場合は症状等 

  病名等（                             ） 

  症状 ・意識不明   ・生命に関わる状態   ・全治（    ）月、週    

◇ 事故等の種類（〇印を付す） 

  ・大規模な事故又はテロ  ・天災  ・傷害、盗難  ・交通事故 

  ・その他（                             ） 

◇ 該当学生の立場（〇印を付す） 

  ・被害者    ・加害者    ・その他（        ） 

◇ 該当学生が被害者の場合 

・加害者の情報：         ・加害者の保険加入： 

◇ 該当学生が加害者の場合 

・被害者の氏名：         ・被害者の連絡先： 

・被害状況等：            



別紙２ 

誓約書・同意書 

名古屋工業大学長 殿 

私は、名古屋工業大学が認めるこの度の海外派遣・留学（語学研修、国際化推進事業、

研究インターンシップ、留学プログラム、国際学会等）への参加にあたって、派遣先国(地

域)の治安状況、生活形態、天候、感染症等危険情報の収集、対応に万全を期し、派遣地

における安全確保に十分配慮し、危機管理マニュアル記載事項を遵守することを誓約し

ます。 

  また、派遣先国（地域）における自然災害、情勢等の悪化等により、大学の指示で派遣

を中止することになった場合は、航空運賃、宿泊費等のキャンセル料について、航空会社・

ホテル等の規定に基づいて支払うことに同意します。 

緊急に医療手当や外科手術を受ける必要が生じ、本人や保護者等に同意を得る時間的

猶予がない等の場合は、留学・研修等先受入機関又は教職員等が、健康維持又は安全のた

めに処置を決定(自費による医療機関での診療及び自費により帰国させることなども含

めて)すること及び医療機関等に適宜私の個人情報を開示又は医療機関等から大学及び

関係機関（保険会社・危機管理会社等）が個人情報を得ることに同意します。 

     年    月    日 

学 生 番 号 

学 生 署 名 

 上記に同意します。 

     年    月    日 

保 護 者 署 名 

           学生との続柄（       ） 



学生を海外に派遣等した際の学内危機管理対応体制図（危機管理対策本部設置の場合）

　学　長 　理　事    　副　学　長
  事務局次長
（事業担当）

 学生生活課
 国際企画室

リスクマネジメント
センター長

 学生生活課

リスクマネジメント
センターの部門長

  事務局次長
（管理担当）

 企画広報課

 総務課

 　担　当　教　員

 当 該 学 生

 学  生  生  活  課
 留 学 生 支 援 室
  (+81-52-735-5350)

学長が必要と認めた者

現地からの情報等を収集し、本部長に報告するとと

もに各担当に情報等を提供する。

対策本部の指示を現地担当等に伝達するとともに現

地派遣のための手配を行う。

事故の概要、詳細、経過等を保護者等に伝える。以

降、保護者等の対応窓口となる。

マスコミ等学外の対応窓口となる。

記者会見等のセッティングを行う

文部科学省等関係官庁との連絡・調整に当たる。

現地に赴き詳細な情報を対策本部に連絡するとともに対策本部の指示に従い事後処理を行う。

現地で家族の世話等を行う。

（手配・渉外担当）

（手配・渉外担当）

（家族担当）

（広報担当）

（関係官庁対応）

（現地派遣・対応）

（現地派遣・対応）

（本部長）

（関係官庁対応）

（家族担当）

（広報担当）

（副本部長）

（危機管理対策本部）

危機管理対策本部に係る事務は安全管理室が担当



学生を海外に派遣等した際の学内危機管理対応体制図（危機管理対策本部未設置の場合）

　学　長 　国　際　戦　略　室
  事務局次長
（事業担当）

 学生生活課
 国際企画室

　理　事 　副学長（国際担当）
 学生生活課

　副学長 　理事・事務局長
  事務局次長
（管理担当）

 企画広報課

リスクマネジメ
ントセンター防
災安全部門長

 総務課

 　担　当　教　員

 当 該 学 生

 学  生  生  活  課
 留 学 生 支 援 室
  (+81-52-735-5350)

現地からの情報等を収集し、各担当に情報等を提

供する。

現地派遣のための手配を行う。

事故の概要、詳細、経過等を保護者等に伝える。

以降、保護者等の対応窓口となる。

マスコミ等学外の対応窓口となる。

記者会見等のセッティングを行う

文部科学省等関係官庁との連絡・調整に当たる。

現地に赴き詳細な情報を「手配・渉外担当」に連絡するとともに、事後処理を行う。

現地で家族の世話等を行う。

（手配・渉外担当）（手配・渉外担当）

（家族担当）

（広報担当）

（関係官庁対応）

（現地派遣・対応）

（現地派遣・対応）

（関係官庁対応）

（家族担当）

（広報担当）

必要に応じて適宜、

報告、相談



海外の派遣先等で事件・事故等が発生した場合の連絡体制図

国 内 国 外

名古屋工業大学
担当教員（TEL:  ）

学生生活課（TEL: +81-52-735-5350）

・担当教員、学生生活課が第一次対応、

情報収集と連絡調整

・必要に応じて危機管理対策本部を設置

・状況により教職員等を現地に派遣

・関係部局が連携して対応

文部科学省・外務省等の

関係省庁

当該学生の家族

（TEL:  ）
状況により、名古屋工業大学と

相談の上、現地へ渡航

報道機関等

日本大使館・領事館（在外公館）

（TEL:  ）

当該学生

海外留学時に事故・事件等に遭い、

けが、入院等したとき

（行方不明・死亡時は派遣先大学等

が名古屋工業大学に連絡）

派遣先大学等

（TEL:  ）

保険会社等

（TEL:  ）


